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2024 年 2 月号 

 

改正施行目前！  

４月以降の労働者募集に

関する注意点 

 

◆募集時等に明示すべき 

労働条件が追加されます 

 令和６年４月より、労働

契約の締結時や有期労働契

約の更新時に明示すべき労

働条件として、「就業場所」

「業務の変更の範囲」が追

加される等の改正が施行さ

れます。既に、この改正に

対応した労働条件通知書等

のフォーマットが厚生労働

省ホームページで示されて

います。 

 この明示すべき労働条件

の追加は、求人の申込みの

際に明示しなければならな

い労働条件としても追加さ

れますので、注意が必要で

す。 

 

◆追加される明示事項は？ 

 具体的には「就業場所」

として、「雇入れ直後」のも

のと「変更の範囲」を求人

広告等に記載することとな

ります。「業務の変更の範

囲」についても同様です。 

 さらに、有期労働契約を

締結する場合には「有期労

働契約を更新する場合の基

準に関する事項」（通算契約

期間または更新回数の上限

を含む）も明示しなければ

なりません。 

 

◆「変更の範囲」はどこま

で想定して書けばよい？ 

 特に正社員の場合、契約

期間が長くなるため、営業

所や部署が新設される可能

性などを考慮するときりが

ありませんが、厚生労働省

のＱ＆Ａでは「募集等の時

点で具体的に想定されてい

ないものを含める必要はあ

りません」とされていま

す。 

 

◆スペースに書ききれない

場合はどうする？ 

 求人広告などの限られた

スペース内に書き入れない

場合は、「詳細は面談時にお

伝えします」などとしてお

き、一部を別途のタイミン

グで明示することも可能で

す。この場合、原則、面接

などで求職者と最初に接触

する時点までに、すべての

労働条件を明示する必要が

あります。 

 

【厚生労働省「令和６年４月

より、募集時等に明示すべき

事項が追加されます」】 

https://www.mhlw.go.jp/stf

/seisakunitsuite/bunya/koy

ou_roudou/koyou/haken-

shoukai/r0604anteisokukais

ei1.html 

 

 

令和 4 年分労働災害統計

確定値が公表されました 

 

◆労災の半数は第三次産業

で発生 

労災と聞くと製造業など

が中心だと感じるでしょう

か。しかし、令和４年の労災

（死亡災害および休業４日

以上の死傷災害）は、その半

数以上が第三次産業で起こ

っています。 

第三次産業の中でも、群を

抜いて増えているのが社会

福祉施設等での転倒や腰痛

等（動作の反動・無理な動作）

による災害です（平成 29 年
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比較で 46.3 ポイント増）。 

また、景気の回復を反映し

て「接客・娯楽」業や、高齢

者の就労する割合の多い「警

備業」での労災も目立って増

加しています。 

 

◆年始は特に注意 

これから１年で一番寒い

時期を迎えます。また、年末

年始の休みが明けて体を急

に動かす時期でもあります

ので、労災には一番注意した

い時期です。労働人口の高齢

化と共に、いずれの業種で

も、最近の労災で多いのは転

倒によるものです。転倒の怖

さは言うまでもないとは思

いますが、たった一度の転倒

で寝たきりになってしまう

こともあります。 

労災が多い、あるいは重大

な災害が起きると労働基準

監督署の調査が入ることに

なります。企業としての安全

対策をきちんとしてない場

合は、事故に対する事業主の

責任が問われ、損害賠償訴訟

等に発展してしまう可能性

もあります。 

 

◆労働者死傷病報告書の 

改正 

少し先になるようですが、

労災が発生した際に労働基

準監督署へ提出する労働者

死傷病報告書の様式が改正

されます。事故の状況等につ

いて、より詳しく報告するこ

とになるとともに、提出方法

も電子申請が原則となるよ

うです。今後の情報に注意し

ておくとともに、労災事故

のない職場にできるよう安

全対策やルール作りを進め

たいですね。 

 

【厚生労働省「職場の安全サ

イト」～労働災害統計確定値

（令和 4 年分）】 

https://anzeninfo.mhlw.go.j

p/user/anzen/tok/anst00.ht

ml 

 

 

２月の税務と労務の手

続期限［提出先・納付先］ 

 

1 日 

○ 贈与税の申告受付開始

＜３月１５日まで＞［税

務署］ 

 

13 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特

別徴収税額の納付［郵便

局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格

取得届の提出＜前月以

降に採用した労働者が

いる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

 

16 日 

○ 所得税の確定申告受付

開始＜３月１５日まで

＞［税務署］ 

※なお、還付申告につい

ては２月１５日以前で

も受付可能。 

 

29 日 

○ じん肺健康管理実施状

況報告の提出［労働基準

監督署］ 

○ 健保・厚年保険料の納付

［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報

告書の提出［年金事務

所］ 

○ 労働保険印紙保険料納

付・納付計器使用状況報

告書の提出［公共職業安

定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出

（雇用保険の被保険者

でない場合）＜雇入れ・

離職の翌月末日＞［公共

職業安定所］ 

○ 固定資産税・都市計画税

の納付＜第４期＞［郵便

局または銀行］ 

※都・市町村によっては

異なる月の場合がある。 


